
一の確認申請において複数の構造計算適合性判定が必要な場合の取扱いについて 

一の確認申請において複数の構造計算適合性判定（以下「適判」という。）が必要な場合において

は、原則として、構造計算を行った部分（構造上の独立部分）ごとに各判定機関に判定を求める。 

ただし、一の確認申請において判定機関が異なる場合は、その全てを一般財団法人日本建築セン

ターに求めることができる。 

凡例　【日】：一般財団法人日本建築センター【県】：一般財団法人熊本建築構造評価センター 

限界耐力計算等：建築基準法施行令第 81 条第 2 項第１号ロに定める構造計算 

事例１：新築の場合で、一の建築物に２以上の独立部分がある場合 

事例１ 判定機関 

事例 1-1 A 部分：【日】、B部分：【日】 

A部分、B部分とも判定に係る面積が 10,000 ㎡を超

えるため、【日】。 

事例 1-2 A 部分：【日】、B部分：【県】 

ただし、一の確認申請において判定機関が異なるた

め、両方とも【日】とすることもできる。 

事例 1-3 A 部分：【日】、B部分：【県】 

ただし、一の確認申請において判定機関が異なるた

め、両方とも【日】とすることもできる。 

事例 1-4 A 部分：【県】、B部分：【県】 

A部分、B部分とも判定に係る面積が 10,000 ㎡以下

であり、限界耐力計算等以外であるため、【県】。 

一の建築物における合計の面積では判断しない。 

事例２：新築の場合で、用途上不可分の２以上の建築物がある場合 

事例 2 判定機関 

事例 2-1 A 部分：【日】、B部分：【日】 

A部分、B部分とも判定に係る面積が 10,000 ㎡を超

えるため、【日】。 
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事例 2-2 A 部分：【日】、B部分：【県】 

 

ただし、一の確認申請において判定機関が異なるた

め、両方とも【日】とすることもできる。 

事例 2-3 A 部分：【日】、B部分：【県】 

 

ただし、一の確認申請において判定機関が異なるた

め、両方とも【日】とすることもできる。 

事例 2-4 A 部分：【県】、B部分：【県】 

 

A 部分、B部分とも判定に係る面積が 10,000 ㎡以下

であり、限界耐力計算等以外であるため、【県】。 

 

 

事例３：増築の場合で、既存部分が現行法適格である場合 

事例 3 判定機関 

事例 3-1 【日】 

 

増築部分の判定に係る面積が 10,000 ㎡を超えるた

め、【日】。 

事例 3-2 【県】 

 

増築部分の判定に係る面積が10,000㎡以下であり、

限界耐力計算等以外であるため、【県】。 
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